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本研究の日的は，関節可動域制捜の発生詩期を特定することである O 実験動物iこは Wistar系ラット雌 15匹を

用いた。それらを関節の冨定期毘により 28固定群， 3日固定群， 4日田定群に各 5匹を説り当てた。結果は，

固定前の足関節背屈角度には各群間で有意差を認め立かった。固定後の足関節背屈角度は全ての群において国

定前より有意に高値を示した。また 2日固定詳と 3日冨定群 28固定群と 4日固定群の間には有意差を認め

たが， 3日国定群と 4日固定群の聞には有意差を認めなかった。今回の結果から関節可動域制援は固定後 2日で

発生していることがわかった。さらに国定後 1日でも発生する可能性が示唆された。今後詰 1週間以内で発生

する関蔀可動域制限の制限昌子について形態学的，組織学的，生化学的に検討する必要があると思われる。
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緒言

関節可動域制限は日常生活動作を制限する重要な因

子である九一般的に関蔀可動域制限の治療は，それ

が発生してから行うよりも予防が重要と考えられてい

る叱そのためには 関節可動域制限の発生時期を明

確にしておく必、要がある。過去に関節固定と関節可動

域制限との関係を分析した Finsterbushら3) は， 2週

間で有意に関節可動域が悪化していたと報告してい

るO また， Williams4)は， 10日間で有意に関節可動域

が悪化していたと報告している O さらに，沖田ら 5)

は， 1週間で有意に関節可動域が悪化していたと報告

している。これらの結果から， 1道関以降の関節固定

で法関節可動域制限が発生することは明らかである

が， 1週間以内の関節可動域制限の発生については不

明である。また，我々 6) は関節固定期間中，毎日関

節を一定時間動かし関節可動域の変化を継詩的に観察

した結果，数日で関節可動域制限が発生する傾向を観

察した。このことは 関部を動かすことなく毘定した

場合，関節はさらに早い時期から可動域制限が発生し

ていることを推灘させる O 本研究の目的は，関節可動

域制摂の発生時期を検討することである G

研究対象及び研究方法

実験動物には 8週齢，体重 190~ 220gのWistar系

ラット蝉 15匹を用いたσ それらを 2日固定群 5!lC， 3

日固定群 5匹， 48固定群 5匹の 3群に分けた。すべ

てのラットは錨育ゲージ内を自由に動き司る事が可能

で，水と餌も畠由に摂取する事が出来た。なお，今回

の実験は，県立広島大学務究倫理委員会の承諾を得て

本学動物実験詫設を使用し 本学が定める動物実験指

針に準じて行った。

本研究はすべて右後肢を対象とした。足関節の国定

図 1 ギブス固定

は，ネンブターんを援腔内に注入し (0.5g!l00g)麻

酔下で足関節を最大底屈位に保持した状態で，大腿か

ら足涯にかけてギプスを巻く方法を用いた(図 1)。

足関節背屈角度の測定は 実験開始日と終了日に行っ

た。測定肢位は，麻酔下で側臥位とした後，徒手にて

股関節と膝関空巨を最大屈曲{立とした。背屈角度測定時

に加える力は，デジタルテンションメーターを用いて

0.15Nとした。背屈角震はデジタルカメラにて垂直上

方より撮影しパソコンに取り込んだ。足関長告の背屈角

度は画像上で Scionimageを用いて測定した。基本軸

は排骨頭と外果を結ぶ線 移動軸は鍾骨足底面とした

(留 2)。また今回の角度表示は 足関節が背屈するほ

ど角度が小さくなるようにした。つまり，背屈制限が

生じるほど，関節角度は大きくなる。足関部の背屈角

度は角度計測誤差を減らすため 1匹につき三回測定

し，その平均を測定鐘とした。 会お，本研究で、行った

関節可動域鴻定は全て一入の検者によって行われた。

検者内信頼性係数 7)は0.97であり，検者内で非常に

高い信頼性を示した。

統計処理に法 StatView-J5.0を使用し，国定前の各

群の比較と昌定後の各群の比較に関しては Kruskal-

Wallis検定を用い，有意差を認めた場合は，事後検定

として Scheffe法を用いた。また 各群の冨定前と居

定後の比較には Wilcoxon符号付順位和検定を行った。

なお，全ての統計手法法有意本準 5%未満をもって有

意差ありとした。本研究では各群のラット数が 5匹と

少なくデータが正規分布していなかったため，ノンパ

ラメトリック法を用いた。

結果

題定詰の足関節背居角度は 2日固定群が 44.7:::!::: 

6.1
0

， 3日居定群が 46.2:::!::: 8.5
0

， 4日固定群が 45.6:::!::: 

6.4
0

であった。統計処理の結果 3群聞には有意差を

図 2 足龍笛背居角度の瀧定

今
中。。
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函 3 足関欝背屈角震の関節冨定前と冨定後の比較

認めなかった。酉定最終日の関節角度は固定司数が増

えるに従って悪北する傾向が見られた。固定後の足関

節背屈角度は 2日冨定群が 61.6:i::: 4.6
0

， 3司毘定群が

77.4 :i::: 7.5 0 ， 4日国定群が 75.2土 15.7
0

であった。ま

た各群の足関節背屈角度の減少率は それぞれ28固

定群が 14.8%， 3日固定群が 22.9%， 4 81ttl定群が

25.2 %であった。統計処理の結果 各群の毘定後の定

関節背居角度は全ての群において固定前より脊意に悪

化した。また， 2日国定群と 3呂田定群， 2日冨定群

と48冨定群の関には有意差を認めたが， 3呂田定と

4日固定の間には有意差を認めなかった〈図 3)0 

考察

本研究の目的法，関節可動域制限の発生時期を検討

することであった。今回行った関節の国定期間は 2司

間から 4日間という短期間であり 関節角度の変化も

わずかであると思われた。そのためにより正確な測定

方法の工夫が必要であった。過去の研究で行われてい

る関節角度の測定方法は 徒手にて抵抗を惑じた角度

を最大角度とする方法である。しかし，これでは主観

的な要国を完全に省くことが難しく 統ーした灘定値

が得られないのではないかと思われる O 一殻的に関節

角度は加える力が増加すると拡大する 8) と報告され

ていることからも需に同じ力で鴻定する必要がある。

また小野ら 9) は関節可動域灘定時に加える力を一定

にした方がより信頼性のある関節角震を得ることが出

来ると述べている。そこで本研究ではより信事長性のあ

る測定結果を示す為にデジタルテンションメーターを

用いて関節角度測定時に加える力を終始一定にした。

また，今回，関節角度を測定する捺，測定に加える力

をO.15Nに規定した。これは我々が事前に行った正需

ラットの足関俸が最大背屈に要する最小の力であぢ，

今回のようなわずかな関節角度の変化を詑較する為に

は適切で、あると判断したからである。

廃用症候群は不活動が原因であり 様々な器官に影

響を及迂すことが知られている。部えば関第可動域制

限，筋萎縮，循環捧害，起立性低血圧などが挙げられ

るお)。中でも，議萎縮 11)や循環障害 12)は38間の不

活動で変化が生じると言われている。そこで，関節可

動域制捜に関しでも同様に 3日間という冨定期間が

鍵と主るのではないかと仮説をたてた。そこで本研究

での国定期間は 3日を中心に前後 1日の 2日から 48

とした。その結果 関節可動域制捜は我々の仮説よち

も早い冨定後 2日間でみられた。これは，山田ら 13)

が述べるように不活動に対する生体の適応が非常に早

いことを示しているものと思われる。また，今回 2日

固定群でも固定詰に比べて関節角度が 14%と大き立

抵下を示した。これは 関節可動域制限が 2日よりも

早い時期にすでに発生していた可能性を示唆してい

るO 本研究では， 28聞から 4日習の国定期間につい

て検討したため，国定後 18での関節可動域制限の発

生については，不明なままである。このこと誌，仮説

の段階でさらに検討する必要があったと思われ，今後

は，さらに短い期間での関節可動域寄せ限の発生につい

て検討する必要がある。

さらに，関節可動域制限の発生については発生時期

の特定と共に，その制限因子を検討する必要があると

思われる O なぜなら制限国子を特定することで，創設

陸子を考慮した関部可動域制限の予拐方法を検討する

事ができると考えたからである O 先行研究では， 1週

間以上の関節の不動で、生じる関節可動域制摂について

形態学的には筋節長 14)や皮膚および筋 15)の短縮が制

摂因子であると述べている O また，組織学的には浮腫

やうつ車などの循環障害 16)が制限因子であると述べ

られている O 生化学的には第タンパク質の急速な分解

による筋組織の線維化と骨格筋の弾性抵下 17)やヒア

つdco 
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ルロン酸含有量の増加 18)が制限昌子であると述べら

れている。しかし 我々が検索する限りで法 1週間以

内における制限国子を克出すことが出来なかった。本

研究においても制限因子については検討していないた

め，未だ不明なままである。今後は，固定後 28で発

生する関節可動域制限の制限因子について追究し，関

節可動域制限の発生を予拐する方法を検討する必要が

ある O
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Abstract 

The purpose of this study was to determine the shortest immovable period for a range of motion limitation to occur. 

Fifteen female Wister rats were divided into three groups : immobilization for two days， three days and four days. The joint 

angle was measured on the first and last days of the experiment. Significant differences were not found for the first day for 

each group. However， significant differences were found between the three groups for the last day， as compared with the 

first day. In addition， significant differences were found between immobilization for two days and three days and for three 

days and four days. We found that a change took place in the joint angle even after immobilization for just two days. We 

believe that morphologic， histologic， and biochemical changes caused the limitation. At which time and how each factor 

affects the change are subjects for further research. 

Key words : range of motion limitation， short immobilization， joint angle， animal experiment 
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